
 
「秋田県土木業務・工事におけるBIM/CIM 適用に関する実施方針」の解説 

 
１．BIM/CIM 適用の目的 

BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling,Management）とは、建設
事業で取扱う情報をデジタル化することにより、調査・測量・設計・施工・維持管理等
の建設事業の各段階に携わる受発注者のデータ活用・共有を容易にし、建設事業全体に
おける一連の建設生産・管理システムの効率化を図ることである。受発注者の生産性向
上を目的に、秋田県土木業務・工事にBIM/CIM を適用し、取り組むものとする。 

【解説】 
解説には、実施方針の策定に至る背景、実施方針を補足する事項等、実施方針に基づ

きBIM/CIMを適用するにあたって、参考にすべき内容を記載している。 
これまでのBIM/CIMの推進は、３次元モデルを精巧に作ることを中心に国土交通省が

検討を進めてきており、その成果により効果的な活用方法が明らかになってきたところ
である。 

これからのBIM/CIM は、発注者が３次元モデルの活用内容を明確にし、その活用内容
を達成するために３次元モデルを作成することで、費用対効果の高い活用を目指すこと
とした。 

なお、BIM/CIM の原点はデータの活用・共有による受発注者の生産性向上を目的と
するものであり、活用するデータは３次元モデルに限るものではない。２次元図面や報
告書等を含め、用途に応じたデータの使い分けが重要である。 

また、各業務・工事において３次元モデルの活用内容や受注者からの提案の採否など
の判断に困る場合は、受発注者の生産性向上に資するかどうかという原点に立ち返り、
費用と効果を比較衡量し、考えるべきである。 
 
２．BIM/CIM 適用の対象範囲 

以下に示す業務・工事に該当するものを対象とする。 
・ 測量業務共通仕様書に基づき実施する測量業務 
・ 地質・土質調査業務共通仕様書に基づき実施する地質・土質調査業務 
・ 土木設計業務等共通仕様書に基づき実施する設計及び計画業務 
・ 土木工事共通仕様書に基づき実施する土木工事 

ただし、災害復旧工事等の緊急性を要する業務・工事を除く。 
なお、これによらず対象以外の業務・工事においても導入を妨げるものではない。 

【解説】 
秋田県土木業務・工事の全てに適用することができることとしているが、単独の機械

設備工事・電気通信設備工事は土木工事共通仕様書に基づき実施する土木工事に含まれ
ておらず、BIM/CIM 適用の対象外としている。ただし、機械設備工事・電気通信設備工
事の全てにおいてBIM/CIM を適用しないとの趣旨ではなく、土木工事との取り合い箇所
など土木工事と関連する箇所については、BIM/CIM 適用の対象に含み、３次元モデルの



活用等について適切に検討することに留意する。 
 

３．３次元モデルの活用 
業務・工事ごとに発注者が３次元モデルの活用内容を明確にしたうえで、受注者が３

次元モデルを作成し、受発注者で活用するものとする。実施にあたっては、受発注者間
で活用内容及び３次元モデルの詳細な作成内容（作成範囲・詳細度・属性情報等）を協
議する。活用内容については、別紙１「義務項目、推奨項目の一覧」を参考に選定す
る。３次元モデルの作成にあたっては、活用内容を満たす必要十分な程度の範囲・精度
で作成するものとし、活用内容以外の箇所の作成を受注者に求めないものとする。 

義務項目については、新規選定会議を経た地区（以降「対象とする地区」という）に
おける詳細設計（対象業務）及び工事において活用する。ただし、工事における義務項
目は設計等の前段階で３次元モデルを作成していることを前提としたものであり、前段
階で３次元モデルを作成していない場合は活用しなくてもよい。 

推奨項目については、業務・工事の特性に応じて活用する。特に、大規模な業務・工
事及び条件が複雑な業務・工事については、推奨項目の活用が有効であり、積極的に活
用する。対象とする地区における詳細設計（対象業務）において、施工段階でICT活用
工事または簡易型ICT活用工事を実施することが想定される地区については、業務にお
いてICT活用工事等の実施に向けた３次元モデルを作成することを原則とする。 

測量・調査等の準備段階においては、設計段階での活用を見据えた程度及び範囲にお
いてデータ取得、成果作成を行うものとする。 

なお、設計図書は２次元図面とし、３次元モデルは参考資料として受注者に対して受
注後に貸与するものとする。 

【解説】 
義務項目については、視覚化による効果を中心に未経験者でも取り組み可能なものと

して内容を設定している。 
原則として、対象とする地区における詳細設計（対象業務）で義務項目を活用するこ

ととしているが、軽微な修正設計をはじめ、業務の内容により３次元モデルを活用して
も費用対効果が見込めないと発注者が判断した場合においては、義務項目を活用しなく
てもよい。 

対象とする地区における詳細設計（対象業務）で３次元モデルを作成することとなる
が、過年度に実施した設計等では３次元モデルを作成していないことが想定される。工
事において参照する３次元モデルがない場合、当該工事においては義務項目活用の対象
外としている。 

推奨項目については、視覚化による効果の他、３次元モデルによる解析など高度な内
容を含む。業務・工事において、発注者が必要と判断した活用内容は、推奨項目であっ
ても発注者が活用内容を指定し、受注者に３次元モデルの作成・活用を求めてよい。対
象とする地区における詳細設計（対象業務）において、施工段階でICT活用工事または簡
易型ICT活用工事を実施することが想定される地区については、業務においてICT活用工
事等の実施に向けた３次元モデルを作成することを原則とする。また、発注者が指定し



た活用内容に加え、受注者から活用内容の提案があった際は、積極的に採用するよう努
めることとする。測量、地質・土質調査、概略設計・予備設計等は義務項目活用の対象
外であるが、推奨項目の活用及び受注者からの提案について同様に積極的に採用するよ
う努めることに留意する。 

別紙１「義務項目、推奨項目の一覧」の推奨項目については、これまでの成果を基に
一覧にまとめたものであるが、この項目に限るものではなく、生産性向上に資すると考
えられるその他の活用方法についても積極的に検討し実施に努めること。 
 
４．３次元モデル作成に必要な経費 

３次元モデルを活用した業務・工事においては、３次元モデルの作成、ソフトウェア
の調達等の活用内容の実施に必要な経費を受注者からの見積により計上する。 

なお、実施内容及び費用については受発注者間で事前協議を行うものとし、当該業
務・工事において発注者が必要と認めるものに限り、費用計上の対象とする。 

【解説】 
３次元モデルの作成等により生じた費用を計上するものである。施工計画の検討等に

ついては、従前から２次元図面のみの場合でも実施されており、すでに業務・工事に含
まれている費用もあるため、二重計上しないように留意する。また、必要な経費のう
ち、ソフトウェア等の調達費用については、当該業務・工事にかかる損料（リース料）
のみを見積により費用計上する。当該業務・工事以外にも使用するソフトウェア等は、
諸経費等に含まれていることに留意する。 
 
５．DS（Data-Sharing）の実施（発注者によるデータ共有） 

業務・工事の契約後速やかに、発注者が受注者に設計図書の作成の基となった情報を
説明し、受注者が希望する参考資料（電子データを含む）を貸与する。説明に使用する
資料は、別紙２の記載例を参考に作成するものとする。 

【解説】 
説明に使用する資料の作成にあたっては、共通仕様書等による成果物の一覧を参考

に、最新の情報を明確にすることに留意する。特に、業務成果が古い場合、修正（変
更、追加）が多数行われている事業の場合、設計業務等で部分的に修正をしている場合
等は、検討経緯、資料の新旧等に留意する。 

また、貸与資料は成果品だけでなく、発注図面等のデータも当然含んでいることに留
意する。特に、成果品を修正して発注図面等を作成した場合は、発注図面及びその修正
経緯等を確実に共有すること。 

最新のデータを漏れなく後段階の受注者に確実に共有することは非常に重要であり、
発注者の責務である。データ共有がなされないことに起因する手戻り等を起こさないよ
う、十分に留意すること。 
 
 
 



 
６．BIM/CIM推進に向けた事例集作成への協力 

県内建設業全体におけるBIM/CIMの更なる推進のため、BIM/CIM業務・工事を実施
した受注者は、契約図書等に定められた成果のほかに「【様式１】取組説明資料」を作
成し、調査職員または監督職員を通じて、秋田県建設部技術管理課へ作成データを提出
することとする。 

提出された取組説明資料は、県内建設業全体のBIM/CIM推進のため、各種会議等に
おいて事例共有に用いることを想定していることから、これに留意したうえで作成する
こととする。 

【解説】 
 取組説明資料は、BIM/CIM の原点である「受発注者の生産性向上」につながった点
に焦点をしぼり作成するものとする。 
 また、「未経験者に対する”活用意欲促進”」「経験者に対する”新たな気付き”」を図る
ための資料であり、見栄えを整える必要はない。 
 
７．適用時期 

令和６年４月１日以降に入札契約手続きを開始する業務・工事から適用する。 
ただし、これ以前に入札公告等を開始する業務・工事においても適用できるものとす

る。また、すでに契約済みの業務・工事においても、受発注者間の協議により適用でき
るものとする。 

【解説】 
入札公告等に間に合わない場合においては、契約後に受発注者間で協議し、契約変更

で対応してもよい。 
 
８．その他 

詳細は、別途定める。 

【解説】 
詳細な適用内容について定める実施要領等は、以下である。 
・ 「秋田県土木業務・工事におけるBIM/CIM 適用の実施方針」の解説 
・ BIM/CIM 適用業務実施要領 
・ BIM/CIM 適用工事実施要領 


